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第１章 障がい者の状況 

 

 

 

鹿角市における令和５年３月 31 日現在の障害者手帳所持者は、身体障害者

手帳所持者数が 1,515 人、療育手帳所持者数が 257 人、精神障害者保健福祉

手帳所持者数が 290 人で、３区分の手帳所持者の総数は 2,062 人となってい

ます。  

 

 

●障害者手帳所持者数 

（令和５年 3 月 31 日現在 単位：人） 
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1 障害者手帳保持者の状況 



6 

 

 

 

 本市における特定疾患医療受給者数は、令和４年度末時点において 244 人

となっており、疾患ごとの人数に変動はあるものの、年間ではここ数年増加傾

向にあります。 

 

●特定疾患医療受給者数 

（単位：人）      

疾病 

番号 
疾      患      名 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

2 筋萎縮性側索硬化症 1 3 3 

5 進行性核上性麻痺 6 5 3 

6 パーキンソン病 46 49 48 

7 大脳皮質基底核変性症 0 1 1 

8 ハンチントン病 0 1 1 

11 重症筋無力症 5 5 6 

13 多発性硬化症/視神経脊髄炎 6 5 5 

14 慢性炎症性脱髄性多発神経炎/多巣性運動ニューロパチー 1 0 0 

17 多系統萎縮症 3 2 1 

18 脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。) 20 19 22 

22 もやもや病 3 3 2 

23 ブリオン病 0 1 1 

28 全身性アミロイドーシス 0 0 1 

34 神経線維腫症 1 0 0 

35 天疱瘡 1 0 0 

37 膿疱性乾癬（汎発型） 1 1 1 

40 高安動脈炎 0 0 0 

43 顕微鏡的多発血管炎 1 1 1 

44 多発血管炎性肉芽腫症 0 0 0 

45 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 1 2 2 

46 悪性関節リウマチ 2 2 1 

47 バージャー病 0 0 0 

49 全身性エリテマトーデス 12 11 10 

50 皮膚筋炎/多発性筋炎 4 4 4 

51 全身性強皮症 7 7 6 

52 混合性結合組織病 3 3 1 

53 シェーグレン症候群 2 2 4 

54 成人スチル病 1 0 1 

56 ベーチェット病 6 5 5 

57 特発性拡張型心筋症 3 3 3 

60 再生不良性貧血 1 1 1 

63 特発性血小板減少性紫斑病 4 4 4 

66 IgA 腎症 1 2 2 

２ 難病患者の状況 
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疾病 

番号 
疾      患      名 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

67 多発性嚢胞腎 4 4 4 

68 黄色靱帯骨化症 1 0 0 

69 後縦靱帯骨化症 11 9 8 

70 広範脊柱管狭窄症 0 0 0 

71 特発性大腿骨頭壊死症 5 5 4 

72 下垂体性 ADH分泌異常症 1 2 2 

74 下垂体性 PRL分泌亢進症 1 1 1 

77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 1 1 1 

78 下垂体前葉機能低下症 1 1 1 

84 サルコイドーシス 3 3 3 

85 特発性間質性肺炎 3 4 4 

86 肺動脈性肺高血圧症 2 2 3 

88 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 0 0 1 

90 網膜色素変性症 3 3 4 

91 バッド・キアリ症候群 1 1 1 

93 原発性胆汁性胆管炎 7 7 7 

95 自己免疫性肝炎 1 1 1 

96 クローン病 5 7 8 

97 潰瘍性大腸炎 35 35 40 

124 皮質下梗塞と白質脳症を伴う常染色体優性脳動脈症 0 0 1 

158 結節性硬化症 0 2 0 

162 類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。） 2 0 2 

221 抗糸球体基底膜腎炎 0 3 0 

222 一次性ネフローゼ症候群 3 1 3 

224 紫斑病性腎炎 1 0 1 

271 強直性脊椎炎 1 0 0 

306 好酸球性副鼻腔炎 2 3 4 

 合       計 236 237 244 

※資料 秋田県大館福祉環境部 
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 本市の障害福祉サービス利用者に交付される受給者証の交付人数は、令和５

年４月１日現在で 321 人となっています。 

 

 

●障害福祉サービス受給者証の交付人数（障がい別） 

 

（令和５年４月１日現在 単位：人） 

 

 

 

 

 

（注）身体：身体障がい者の略 

   精神：精神障がい者の略 

   知的：知的障がい者の略 

   難病：難病等対象者の略 

    

 

  

身体+精神, 9 

身体, 53 

身体+知的, 27 

知的, 134 

知的+精神, 7 

精神, 90 

難病, 1 

３ 障害福祉サービス利用者の状況 

交付者数 

３２１人 
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 障害福祉サービスの必要性を明らかにするために、障がい者の心身の状態を

総合的に表すものとして「障害程度区分」が設けられていましたが、平成２４

年６月に成立した障害者総合支援法においては、障がいの多様な特性その他心

身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すものとして、

名称を「障害支援区分」に改め、判定基準に関しては、身体障がい・知的障が

い・精神障がい・難病等、共通の基準でありながら、それぞれの特性を反映で

きるもの、また、認定調査員や審査会委員の主観によって左右されにくい客観

的なものに改められました。 

 本市の令和５年４月１日現在の認定状況は、区分１から区分６まで 244 人

となっており、障害福祉サービス利用者のうちの 76.0％となっています。 

 

●障害支援区分の認定状況（令和５年４月１日現在 単位：人） 
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 本市の令和４年度の自立支援給付費支出額は約８億５千万円となっており、

ここ数年の年間支出額は、全体的に微増傾向にあります。その中でも生活介護

や施設入所支援は特に大きく増加しており、利用者の高齢化や障がいの重度化

が要因として考えられます。 

 

●自立支援給付費の年間支出額 

障害福祉 

サービス 

年間支出額[円] 年間延べ利用人数[人] 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

居宅介護 18,818,369 21,332,134 18,870,653 401 379 410 

重度訪問介護 12,517,680 3,274,550 3,287,680 58 24 24 

同行援護 1,539,420 826,411 2,281,670 48 20 52 

行動援護 120,340 86,850 170,340 9 8 14 

重度障害者等包括支援 0 0 0 0 0 0 

短期入所 20,975,490 16,864,110 18,324,646 200 182 170 

療養介護 22,263,020 24,623,560 23,835,630 84 95 92 

生活介護 344,461,678 344,970,590 353,257,203 1,719 1,751 1,766 

施設入所支援 112,265,974 110,117,225 117,113,611 848 835 875 

共同生活援助 106,119,996 110,129,467 110,092,783 803 805 751 

自立訓練 
（機能訓練） 

0 0 0 0 0 0 

自立訓練 
（生活訓練） 

6,325,200 4,955,570 1,817,140 45 34 13 

宿泊型自立訓練 3,495,890 3,831,650 2,412,000 45 44 25 

就労移行支援 691,000 322,550 0 6 3 0 

就労定着支援 311,400 417,680 741,480 12 14 21 

就労継続支援 
（A型） 

0 0 555,350 0 0 5 

就労継続支援 
（B 型） 

169,183,990 178,797,065 168,209,544 1,280 1,264 1,201 

特定障害者特別給付費 
（施設食費・ＧＨ家賃） 

18,879,251 18,937,180 17,646,813 1,554 1,606 1,596 

地域移行支援 226,960 0 0 4 0 0 

地域定着支援 122,850 126,870 126,720 35 36 36 

計画相談支援 14,400,660 16,304,505 16,538,410 895 1,168 1,155 

高額障害福祉サービス
等給付費 

349,204 320,873 259,306 80 76 71 

合計 853,068,372 856,238,840 855,540,979 8,126 8,344 8,277 

 

５ 自立支援給付費の状況 
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調査の対象は、令和５年９月時点で鹿角市から障害福祉サービス受給者証を

交付されている19歳以上の男女309人（在宅サービス利用者235人、施設入

所者74人）とし、郵送やサービス事業所等を通じて配付と回収を行いまし

た。 

回答数は172人、回答率は55.6％（在宅サービス利用者138人、58.7％、

施設入所者34人、45.9％）となりました。 

 

＜地域生活（グループホームを含む在宅サービス利用）＞ 

「福祉施設から一般就労への移行」の目標値ならびに各種サービスの見込量

の参考とするための主な設問および回答結果は次の通りです。 

 

・問12「強度行動障害（※）と診断されたことがあるか」 

  今回からの調査項目になりますが、ある（7.2％）、ない（84.1％）とな

りました。 

・問18「居住の形態」 

持ち家（47.8％）次いで、グループホーム（39.1％）となっています。 

・問20「将来どのようなところで生活したいと思いますか」 

今の住宅に引き続き暮らしたい（31.9％）が最も多く、グループホームに

入居したい（15.9％）は前回調査に比べ割合が低下しています。 

・問21「毎日の生活の中で、どのような介助や支援が必要ですか」 

主なものは、役所等の手続き（13.0％）、家事（10.3％）、お金の管理

（10.1％）、通院・通勤・通学（9.9％）となっています。 

・問26「外出の目的」及び問28「外出時の交通手段はなんですか」 

外出の目的は、買物、福祉施設や作業所などへの通所、通院が主なもので

あり、交通手段は事業所移送車、自家用車や徒歩または車いすなどとなって

います。 

・問29「平日の日中は主にどのように過ごしていますか」 

就労支援事業所や作業所（34.8％）、次いで病院へ通院している（19.4

％）、生活介護事業所へ通っている（14.4％）、自宅で過ごしている（

13.9％）となっています。 

・問30「就労による定期的な収入はありますか」及び問33「今後どのように

働きたいと思いますか」 

  問30にて就労による収入がない（32人）と回答した方のうち、就労希望

は、一般就労（７人）、就労支援事業所等への通所（11人）となっていま 

６ 障がいのある人へのアンケート調査の結果 



12 

 

 す。 

・問34「障がい者が働くために大切と思うことはなにか」 

  事業主や職場の人が障がい者について十分理解していること（14.3％）、自

分の障がいに合った仕事があること（13.9％）、移動手段が確保されているこ

と（12.1％）が主な意見となっています。 

・問39「現在利用しているサービスおよび今後利用したいサービス」 

全てのサービスにおいて、今後３年以内に今よりもサービスの利用を減ら

すと答えた方はほとんどいませんでした。 

・問48「次の施策のうち、特に充実してほしいと思うもの」 

病気や障がいについての理解促進（12.9％）、グループホームなどの共同

生活の場の整備（11.9％）、障害福祉サービスの利用など障がい者の福祉に

関する様々な相談支援（10.3％）が主なものとなっています。 

 

＜施設入所＞ 

「福祉施設の入所者の地域生活への移行」の目標値の参考とするための主な

設問および回答結果は次の通りです。 

 

・問８「現在の施設に入所することとなった理由」 

心身の機能が著しく低下したため（33.3％）のほか、家族が病気や転勤に

より介助（介護）できなくなったため（11.1％）、専門的な訓練を受けたか

ったため（11.1％）などが理由として挙げられています。 

・問９「今後どこで生活したいですか」 

現在のように、入所施設で暮らしたい（58.8％）が最も多く、入所施設を

出て地域で暮らしたい（14.7％）は前回よりも多くなっています。 

 

アンケート結果から、全般にサービスのニーズがあることがわかりました。

障がいのある人たちやその家族にとって、病気や障がいに対する理解促進や差

別解消は重要な課題であり、地域移行や就労に向けても、周囲の理解や移動手

段の確保などの環境整備が求められています。 

今後、一人ひとりにあったサービス利用を推進するための計画相談の充実に

加え、各種相談機能の連携を強化し、安心して生活できる環境づくりを目指し

ます。 

 

※強度行動障害・・・自分を傷つける「自傷」や他の人や物を傷つけるなどの「他害」

「睡眠の乱れ」「異食」「物を壊す」などの周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動を著

しく高い頻度で起こすため、特別に配慮された支援が必要な状態 
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第２章 数値目標の設定 

 

本計画の策定にあたっては、国の基本指針「障害福祉サービス及び相談支援並

びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援

給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平成

18 年６月 26 日厚生労働省告示第 395 号）（以下、「基本指針」という。）によ

り、障がいのある人の地域生活を支援するためのサービス基盤の整備等に係る

令和８年度末の目標を設定し、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及

び都道府県の地域生活支援事業を提供するための体制の確保が総合的かつ計画

的に図られるようにするものです。 

本市では、障がいのある人やその家族をはじめとする市民の福祉ニーズや、こ

れまでの障がい福祉施策の進ちょく状況を踏まえながら、数値目標を設定し、そ

の達成のために必要な施策を実行します。 
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基本指針では、「令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移

行することとするとともに、これに合わせて令和８年度末の施設入所者数を令

和４年度末時点の施設入所者数から５％以上削減することを基本とする」とし

ています。 

施設入所者数は、令和 3 年度以降増加傾向にあります。在宅で生活している

障がい者の高齢化や障がいの重度化が目立つようになり、グループホームから

施設に移行するケースも増えています。地域移行を目指すには、グループホーム

においても手厚い介護が受けられる環境整備が必要です。このような要因から、

地域移行者数については近年実績がない状況が続いており、第６期障がい福祉

計画目標３人に対し、令和５年度末の見込みはありません。 

目標値は、基本指針に基づく場合、目標年度の入所者数については、令和４年

度末時点の入所者数 74 人に対し５％以上の削減で 70 人、地域生活移行者数

については、令和４年度末時点の入所者数 74 人の６％以上で５人となります

が、現状においては目標の達成が困難なことから、施設入所者数を２％以上削減

の 72 人に、地域移行者数を４％以上の３人に設定します。 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

令和５年３月 31日時

点の入所者数（A）※ 
74人 令和４年度末時点の施設入所者数 

目標年度入所者数

（B） 
72人 令和８年度末時点の施設入所者数 

【目標値】 

削減見込（A-B） 

２人 差引（減少）数 

2.7％ 削減割合 

令和５年度末の地域生

活移行者数（見込み） 
０人 

施設入所からグループホーム等へ移

行する人の数（R3～R5年度累計） 

【目標値】 

地域生活移行者数 

３人 
施設入所からグループホーム等へ移

行する人の数（R3～R5年度累計） 4.1％ 

※年度末時点の人数のため、p.38 の数値（月間）と異なる  

1 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

目標の設定 
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基本指針では、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて令和８

年度中に一般就労に移行する人を「令和３年度の一般就労への移行実績の 1.28

倍以上とすることを基本とする」としています。 

障がいのある人の一般就労が円滑に行われるためには、就労へのきっかけと

なる現実的な支援策を講じることが必要です。 

前回計画の目標は令和５年度において２人と設定していましたが、令和５年

度末の見込みはない状況です。 

地域での障がいのある人の就労を促進するためには、身近な就労の場の確保

が重要な課題であるため、地域の福祉施設関係者も多く参加している障がい者

自立支援協議会が、公共職業安定所や秋田県北障害者就業・生活支援センター等

と連携しながら、障がい者雇用に関わる制度や施策の周知徹底を図るとともに、

雇用や就労支援への積極的な働きかけを行います。 

目標値は、基本指針に基づく場合、令和３年度実績２人の 1.28 倍以上とする

ことから、令和８年度には３人が一般就労することを目標に設定します。 

 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

令和３年度の 

一般就労移行者数 
２人 

令和３年度において福祉施設を退所

し、一般就労した人の数 

【目標】令和８年度の 

一般就労移行者数 

３人 
令和８年度において福祉施設（※）

を退所し、一般就労する人の数 

1.28倍 令和３年度との比較 

※福祉施設・・・障害福祉サービスの生活介護事業、自立訓練事業、就労移行支援事業、就労継続支援（Ａ型）及び 

（Ｂ型）事業を実施する施設や事業所 

  

２ 福祉施設から一般就労への移行 

目標の設定 
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また、基本指針では、一般就労移行の目標値を達成するため、令和８年度にお

ける利用者数が令和３年度末の利用者数に対し、「就労移行支援事業の利用者数

については 1.31 倍以上とすること」、「就労継続支援Ａ型事業所の利用者につ

いては 1.29 倍以上とすること」、「就労継続支援Ｂ型事業所の利用者について

は 1.28 倍以上とすること」、「就労定着支援事業の利用者数については 1.41 倍

以上とすること」を目指すとしています。 

就労移行支援事業及び就労継続支援Ａ型事業については、本市に事業所がな

いことから、市外の事業所を活用して就労を目指すこととします。就労継続支援

B 型事業については、ここ数年利用者数が減少傾向にあることから、目標値を下

げ、1.1 倍以上とします。 

さらに、「就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める

一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を全体の５割以上とすること」

と、「就労定着支援事業所のうち就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５

分以上とすること」を基本とするとしています。 

就労移行支援事業所については、現在市内にはないことから、利用者のニーズ

を調査しながら検討していきます。就労定着支援事業所については、１カ所ある

サービス提供事業所を活用しての就労支援について周知し、各事業所と連携し

ながら利用促進を図ります。 

 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】令和８年度末の 

就労移行支援事業（※１）

の利用者数 

２人 

(Ｒ３年度 １人)  

令和８年度末において就労移

行支援事業を利用する人の数 

1.31倍 増加割合 

【目標値】令和８年度末の 

就労継続支援Ａ型事業 

の利用者数 

１人 

(Ｒ３年度 ０人) 

令和８年度末において就労継

続支援Ａ型を利用する人の数 

1.29倍 割合増加 

【目標値】令和８年度末の 

就労継続支援Ｂ型事業 

の利用者数 

116人 

(Ｒ３年度 105人) 

令和８年度末において就労継

続支援Ｂ型を利用する人の数 

1.1倍 割合増加 

【目標値】令和８年度末の 

就労定着支援事業 

の利用者数 

２人 

(Ｒ３年度 １人) 

令和８年度末において就労定

着支援事業を利用する人の数 

1.41倍 割合増加 

目標の設定 
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項 目 目 標 考え方 

【目標値】令和８年度末の

就労移行支援事業所のうち

事業利用終了者に占める 

一般就労移行者の割合が 

５割以上の事業所数 

※ 

(Ｒ３年度０カ所) 
※ニーズ調査のうえ検討 

50％ 達成率 

【目標値】就労定着支援事

業所のうち就労定着率が 

７割以上の事業所数 

１カ所 

(Ｒ３年度１カ所) 
就労定着支援事業所の数 

25％ 達成率 

※１ 就労移行支援事業・・・一般企業などへの雇用が見込まれる人に対し、就労に必要な知識や能力の向上のための

支援や企業等とのマッチングを図る障害福祉サービス 

※２ 就労定着支援事業・・・一般就労へ移行した障がい者が抱える、生活リズム、家計や体調の管理などの課題解決

のため、訪問等により必要な連絡調整や指導助言などの支援を行うサービス  

目標の設定 
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 基本指針において、地域生活支援拠点等（地域生活支援拠点又は面的な体制

をいう。以下同じ。）については、令和８年度末までに、「その機能充実のた

め、コーディネーターの配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障害福祉サー

ビス事業所等の担当者の配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制及

び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ

運用状況を検証・検討すること」、「強度行動障害を有する障害者に関して、

その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を

進めること」としています。 

 本市では、鹿角市障がい者総合サポートセンターを核とした面的な体制を整

備しており、地域生活への移行等に係る相談、障害福祉サービスの利用体験、

緊急時の受入体制の確保などに迅速に対応し、一人ひとりに合った支援を行っ

ています。また、鹿角市障がい者総合サポートセンターは、コーディネーター

の配置等により地域の体制づくりを担う中心的な役割を果たしており、人材の

確保・養成・関係機関の連携等を推進します。 

 鹿角市障がい者自立支援協議会では、地域生活拠点等の機能充実のための協

議を実施しており、引き続き、検証・検討を行います。 

 強度行動障害のある障がい者については、その特性に適した支援が提供でき

るよう課題の把握に努め、関係機関での協力体制を整えます。 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

地域生活支援拠点 

コーディネーターの

配置などによる効果

的な支援体制・緊急

時の連絡体制の構築 

コーディネーター等の配置、対

象者事前登録による支援体制を

構築する 

年１回以上の 

検証・検討 

障がい者自立支援協議会を活用

し、検証・検討を行う 

強度行動障害を有す

る者の支援ニーズの

把握、支援体制整備 

障害支援区分認定調査の行動関

連項目の集計、アンケート調査

等による課題の把握を行う 

3 地域生活支援拠点等の整備 

目標の設定 
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 基本指針では、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を支え

る「協議の場」を設置し、保健・医療・福祉関係者が連携して精神障がいのあ

る人の地域移行や定着に向けて取組むこととしています。 

 本市では、これまでも鹿角市障がい者自立支援協議会において、精神障がい

のある人への支援について協議しており、引き続き、かづの厚生病院のデイケ

アと連携するなど、関係機関の協力体制を整えることにより、精神障がいにも

対応した地域包括ケアシステムを構築していきます。 

 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

精神障がいにも

対応した地域包

括ケアシステム

の構築 

保健、医療、福祉関係

者による協議の場を設

置すること 

鹿角市障がい者自立支援協議

会を活用し協議する 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

目標の設定 
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 基本指針では、相談支援体制を充実・強化するため、令和８年度末までに、

「各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係

機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センター

を設置すること」と、地域づくりに向けた協議会の機能をより実効性のあるも

のとするため、協議会において「個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の

開発・改善等を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会の体制

を確保すること」が求められています。 

 本市では相談支援体制の充実を図るため、これまでも基幹相談支援センター

が中心となり、各事業所が抱える課題について事例検討を通じて意見交換を行

うなど、相談支援専門員の資質向上を図っています。引き続き、各事業所が連

携することで、適切なサービス提供や支援につながるよう、体制強化に向けて

積極的に取組んでいきます。 

 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

総合的な相談支援、地域の相

談支援体制の強化及び関係機

関等の連携緊密化を通じた地

域づくりの役割を担う基幹相

談支援センターの設置 

相談支援連絡 

協議会の開催 

（年間６回） 

 

主任相談支援 

専門員の配置 

相談支援事業所に対す

る助言、人材育成の支

援、相談機関との連携

強化の取組の実施、個

別事例の支援内容の検

証実施を行う 

自立支援協議会における個別

事例の検討を通じた地域サー

ビス基盤の開発、改善 

自立支援協議会 

専門部会の開催 

 

年間１０回 

自立支援協議会におけ

る事例検討を行う（専

門部会の実施回数） 

 

 

 

 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

目標の設定 
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 基本指針では、令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させる

ための取組に関する事項を実施する体制を構築することとしています。具体的

には、障害者総合支援法の内容理解を促進する観点から、市職員等の積極的な

研修参加や、障害者自立支援審査支払等システムの審査結果を分析し、その結

果を事業所等と共有することによる、請求事務の負担軽減が求められていま

す。 

 本市では、これまでも秋田県が実施する各種研修等に基幹相談支援センター

や市の職員が参加していますが、職員の理解促進により、障がいのある人への

より細やかな支援につながるよう、引き続き、各種研修への積極的な参加を行

います。 

 また、障害者自立支援審査支払等システムの審査結果については、鹿角市障

がい者自立支援協議会を活用し、各事業所と請求時の過誤等の情報を共有する

ことで、請求事務の適正かつ円滑な実施を図ります。 

 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

障害福祉サービス等に係る各

種研修の活用 

市職員の研修参加

実人数 

 

年間 ２人 

都道府県が実施する障

がい者福祉関係の研修

等参加人数 

障害者自立支援審査支払等シ

ステムによる審査結果の共有 

市と事業所等とに

よる支払審査結果

の情報共有を、年

１回行う 

既存の障がい者自立支

援協議会を活用し、過

誤請求等の分析結果を

共有する 

 

 

 

 

 

 

６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

目標の設定 
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第３章 サービス見込量の設定と確保対策 

 

 障がいのある人が住み慣れた地域で元気に暮らしていくためには、生活の拠

点である住まいをはじめとして、利用者の視点に立った介護サービスの提供や、

コミュニケーション支援、移動支援、日常生活用具の給付、そして一人ひとりの

希望や状況に応じて利用できる日中活動の場、就労の場の提供など、これら各サ

ービスが可能な限り身近な地域で受けられるような支援体制の構築を図ること

が重要であり、そのために必要なサービスや事業の質・量が確保されなければな

りません。 

 また、障がいのある人とその家族からの相談に応じて、障害福祉サービスの利

用に関する情報提供や助言を行い、サービス提供事業所との連絡調整を図ると

ともに、困難事例の相談に対しては適切に向き合い、社会生活上保障されるべき

権利の擁護に取組むことも欠かせません。 

本市では鹿角市障がい者総合サポートセンターを拠点とした相談支援体制の

強化を図り、障がいの種類や程度に関わらず、必要とするサービスを利用しなが

ら、本人が希望する地域で安心して暮らし続けられる地域社会の実現を目指し

ており、その実現のために必要な支援や事業などについて確保すべきサービス

見込量を設定し、障害福祉サービスの計画的な提供を推進します。 

  

生活の場

グループホーム

住宅改修

日中活動の場

就労移行支援

就労継続支援

地域活動支援センター

移動支援事業

相談支援

計画相談支援

地域相談支援

相談支援機能強化事業

成年後見制度利用支援

各サービスや事業の見込量の確保 

指定障害福祉サービス等 

地域生活支援事業 
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(１) サービスの内容と対象者 

指定障害福祉サービス事業所などによって提供される各サービスの概要は以

下のとおりです。障がいのある人の生活の基盤を支援する重要なサービスとな

っています。 

介護給付 

サービス名 実施内容 対象者 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 

(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ) 

自宅で、入浴・排せつ・食事等の身体

介護、洗濯・掃除等の家事援助を行い

ます 

居宅での日常生活における支援が必

要な人（障害支援区分１以上） 

身体介護を伴う場合は、障害支援区分

２以上の人 

重度訪問介護 自宅で入浴・排せつ・食事の介護、外

出時における移動介護などを総合的

に行います 

居宅で生活する重度の肢体不自由者

であって、常に介護を必要とする人

（障害支援区分４以上） 

同行援護 外出時において支援を必要とする人

に同行し、移動に必要な情報の提供や

移動の援護などを行います 

視覚障がい者であって、アセスメント

調査により外出などの移動が困難と

認められる人 

身体介護を伴う場合は上記に加え、障

害支援区分２以上の人 

行動援護 行動する際に生じる可能性のある危

険を回避するために、必要な援護や外

出時の移動介護等を行います 

知的障がいや精神障がいによって行

動上著しく困難のある人で、常に介護

を必要とする人（障害支援区分３以

上） 

重度障害者等 

包括支援 

心身の状態や介護者の状況、居住の状

況等を踏まえて、必要な障害福祉サー

ビス（居宅介護、重度訪問介護、同行

援護、行動援護、短期入所、生活介護、

共同生活介護、自立訓練、就労移行支

援、就労継続支援等）を包括的に提供

します 

常時介護を必要とし、介護の必要度が

著しく高い人（障害支援区分６）のう

ち、四肢の全てに麻痺等があり寝たき

り状態にある人であって、 

① 人工呼吸器による呼吸管理を行っ

ている身体障がい者 

② 最重度知的障がい者 

または障害支援区分６であって強度

行動障がいのある行動援護対象者 

１ 指定障害福祉サービス及び相談支援の部 
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介護給付 

サービス名 実施内容 対象者 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

施設入所支援 主として夜間における入浴、排せつ

及び食事等の介護や日常生活上の相

談支援や必要な支援等を行います 

① 生活介護利用者のうち、障害支援

区分４以上の人（50 歳以上の場

合は区分３以上） 

② 自立訓練、就労移行支援の利用者

のうち、地域の社会資源の状況等

により通所することが困難な人 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 福祉施設において主として昼間の食

事や入浴、排せつ等の介護や生活能

力向上に必要な支援のほか、創作的

活動または生産活動等の機会を提供

します 

常に介護を必要とする人であって、 

① 50 歳未満の場合は、障害支援区

分３以上（施設入所は区分４以

上） 

② 50 歳以上の場合は、障害支援区

分２以上（施設入所は区分３以

上） 

療養介護 医療機関への長期入院による医学的

管理のもとに、食事や入浴、排せつ等

の介護や日常生活上の相談支援等を

行います 

医療機関への長期入院による医療に

加え、常に介護を必要とする人であ

って、 

① 気管切開を伴う呼吸管理を行っ

ている障害支援区分６の人 

② 筋ジストロフィー患者や重症心

身障がい者で、障害支援区分５

以上の人 

短期入所 

(ショートステ

イ) 

障害者支援施設やその他の施設で、

短期間の入所により、入浴、排せつ、

食事等の介護やその他の必要な保護

を行います 

介護者等の疾病その他の理由により

一時的に居宅で介護が受けられなく

なり、短期間施設への入所を必要と

する人（障害支援区分１以上） 
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訓練等給付 

サービス名 実施内容 対象者 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

自立訓練 

（機能訓練） 

地域生活を営むうえで必要となる

身体機能や生活能力の維持・向上を

図るため、理学療法や作業療法等の

身体的リハビリテーションや日常

生活上の相談支援等を行います（利

用期間に制限があり基本18カ月以

内に設定されます） 

地域生活を営む上で身体機能の維持

や回復などの支援が必要な身体障が

い者であって、 

① 入所施設や医療機関を退所・退院

した人で、身体的リハビリテーシ

ョンの継続や支援が必要な人 

② 特別支援学校を卒業した人 

自立訓練 

（生活訓練） 

地域生活を営むうえで必要となる

生活能力の維持・向上を図るため、

食事や家事等の日常生活能力を向

上するための支援や、日常生活上の

相談支援等を行います 

（利用期間に制限があり基本24カ

月以内に設定されます） 

地域生活を営む上で、生活能力の維持

向上のための支援が必要な知的障が

い者、精神障がい者であって、 

① 入所施設や医療機関を退所・退院

した人 

② 特別支援学校を卒業した人や、継

続した通院により症状が安定し

ている人 

就労移行支援 一般企業等への就労に向けて、通常

の事業所内における職場体験や生

産活動の機会の提供や、適性にあっ

た職場探し、就労後の職場定着のた

めの支援等を行います 

（利用期間に制限があり基本24カ

月以内に設定されます） 

一般就労が見込まれる就労を希望す

る人であって、 

① 単独での就労が困難で、就労に必

要な知識や技術の習得などの支

援が必要な人 

② あん摩マッサージ指圧、はり、き

ゅう師免許の取得を希望する人 

就労定着支援 一般就労に移行した者で、企業や自

宅等への訪問などにより、生活リズ

ム、家計や体調の管理などの課題解

決に向けて必要な連絡調整や指導

助言などの支援を行います 

就労移行支援等の利用を経て一般就

労へ移行し、就労継続期間が６カ月を

経過した障がい者で、就労に伴う環境

変化により生活面の課題が生じてい

る人 
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訓練等給付 

サービス名 実施内容 対象者 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

就労継続支援 

（A 型） 

通所により、雇用契約に基づく就労

機会を提供するとともに、就労に必

要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練を実施し、能力が高まっ

た場合は、一般就労への移行に向け

た支援・指導等を行います 

一般就労が困難であっても適切な支

援により雇用契約に基づく就労が可

能な65歳未満の人であって、 

① 就労移行支援を利用したが、一般

就労に結びつかなかった人 

② 特別支援学校を卒業して就職活

動を行ったが、一般就労に結びつ

かなかった人 

③ 離職など就労経験のある人で、現

に雇用関係がない人 

就労継続支援 

（B 型） 

通所により、生産活動や就労に向け

たその他の活動機会の提供のほか、

就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練や支援を行い

ます 

就労移行支援等を利用したが、一般企

業等の就労に結びつかない人などで、

就労機会を通じて生産活動に関する

知識・能力の向上や維持が期待される

人であって、 

① 就労経験があるが､年齢・体力面

で一般雇用されることが困難と

なった人 

② 就労移行支援を利用した結果、B

型の利用が適当と判断された人 

③ ①②に該当せず、50歳に達して

いる人又は障害基礎年金１級受

給者 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

共同生活援助 

(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 

主として夜間における共同生活上

の援助や日常生活における相談支

援、日中活動で利用する事業所等の

関係機関との連絡・調整などを行い

ます 

地域で共同生活を営むことに支障が

なく、自立した日常生活を営むうえ

で、相談等の日常生活上の援助が必要

な人 

自立生活援助 定期的な巡回訪問や随時の相談対

応等により、地域生活の状況を確認

し、必要な助言や医療機関等との連

絡調整、生活環境の整備等を行いま

す 

障がい者施設やグループホーム等か

ら一人暮らしへの移行を希望する人 
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相談支援 

サービス名 実施内容 対象者 

計画相談支援 相談支援専門員が、適切なサービ

ス利用に向けたケアマネジメント

を実施し、生活全般に関する相談

や、障害福祉サービスの利用希望

などを調整した個々の利用計画の

作成と定期的な見直し（モニタリ

ング）を行います 

障害福祉サービス又は地域相談支援を

利用する全ての人 

 

地
域
相
談
支
援 

地域移行支援 地域生活への移行を推進するた

め、退院後などの住居の確保や地

域における生活に移行するための

活動に関する相談や、障害福祉サ

ービス事業所などへの同行支援を

行います 

① 障害者支援施設又は児童福祉施設

に入所している人 

② 精神科病院または、精神科病院以

外でも精神病室が設けられている

病院に入院している人 

地域定着支援 地域生活の定着を図るため、常時

の連絡体制を確保し、障がいの特

性に起因して生じた緊急の事態な

どに対応できる相談体制や、必要

に応じて速やかに駆けつけるな

ど、適切な支援を行います 

① 居宅において単身で生活する人 

② 家庭の状況などにより同居してい

る家族の支援を受けられず、地域

生活が不安定で支援が必要な人 

 

補装費 

実施内容 対象者 

身体に装着（装用）することで、身体機能を

補完・代替し、日常生活や就学・就労に、長

期間にわたって継続して使用される補装具

（義肢、車いす等）の購入費、修理費の給付

を行います 

補装具を必要とする身体障がい者 
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(２) サービス量の算出方法 

月間における各サービス量の算出方法は、以下のとおりです。 

サービスの種類 サービス量（月間）の算出方法 

訪問系サービス 

 居宅介護 

 重度訪問介護 

 同行援護 

 行動援護 

 重度障害者等 

包括支援 

 

 実利用者数の見込み（人）は、令和３年度から令和４年度までの実績及び

令和５年度見込みの利用者数と利用時間数を参考に、事業所の参入意向、

施設入所から地域生活へ移行する人、新たに利用が見込まれる人の数な

どを勘案して算定しています 

日中活動系サービス 

 生活介護 

 自立訓練(機能訓練) 

 自立訓練(生活訓練) 

 就労移行支援 

 就労継続支援(Ａ型) 

 就労継続支援(Ｂ型) 

 短期入所 

 就労定着支援 

 療養介護 

居住系サービス 

 共同生活援助 

 施設入所支援 

 自立生活支援 

相談支援 

 計画相談支援 

 地域移行支援 

 地域定着支援 

 

 実利用者数の見込みは、これまでの相談支援の実績や障がいのある人の

サービス利用状況を踏まえ、年間の総利用者数を推計し、これを「12(カ

月)」で除した値を採用しています 
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(３) サービス見込量と確保対策 

 

障害福祉サービスの利用が、日常生活や社会生活での共生の実現に最大限に

寄与するよう、サービス利用者、相談支援事業所、障害福祉サービス提供事業

所間での調整や指導等を通じて、利用者にとって最も適した障害福祉サービス

の種類・組合せ・量を利用計画に反映し、モニタリングによる計画内容の確

認・見直しを実施します。 

また、サービス提供事業所による人材確保や資質向上を促進しながら、十分

なサービスの提供体制の確保を進め、良質なサービスが受けられるよう、多く

の民間事業者やNPO法人等の障害福祉サービス提供事業所への参入を促進しま

す。 
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居宅介護等の「訪問系サービス」については、障がいの種類や程度に応じて適

切なサービスが提供できるよう、市内の事業所を中心とするサービス提供体制

の充実に努めるとともに、研修会参加等による人材の育成や、ヘルパー等との連

携を強化しながらサービスの質の向上を図ります。 

また、障害福祉サービスから介護保険サービスへ移行する高齢の障がい者が

増加することが予測されるため、介護保険事業所や地域包括支援センターとの

連携を図りながら適正なサービスの提供を進めます。 

 

 

◆居宅介護など 

（月間） 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

の見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

時間 510 510 510 

人 36 36 36 

※月平均の人数 
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日中活動系サービスの充実は、障がいがある人の地域での生活を豊かなもの

にし、また、訪問系サービスの充実と相まって、地域における生活の維持や継

続に寄与します。 

そのため、市では指定特定相談支援事業所との連携によりサービス利用希望

者のニーズの把握に努めるとともに、利用希望者には事業者情報を提供します。 

   自立訓練事業に関しては、標準利用期間内に、終了後に自立した生活が送れる

ように計画相談支援によるサービス等利用計画の検討を行い、それぞれのライ

フステージにあった支援を行います。 

また、就労移行支援事業や就労継続支援事業に関しては、障害者就労施設等の

受注機会の増大を図るため、地域の関係機関と連携しながら、事業所のＰＲや利

用を促進するとともに、将来的に一般就労が可能な人については、一般就労への

移行が行えるよう必要に応じ支援します。併せて、障害のある人のスキルや特性

に応じた就労先につなげるための支援や、就労定着のための支援を提供できる

体制整備を進めます。 

短期入所については、障がいのある人が地域で安心して暮らしていくため、

介護者が病気になった時など、必要な時にサービスが利用できるよう、提供体

制の充実を図ります。 
 

◆生活介護 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 2,920 2,920 2,920 

人 146 146 146 

（うち重度障害者数） 人 130 130 130 

※月平均の人数 
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◆自立訓練 

（月間） 

機能訓練 単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

見込量 
人日 0 0 22 

人 0 0 1 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（月間） 

生活訓練 単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

見込量 
人日 54 54 54 

人 3 3 3 

※月平均の人数 
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◆就労選択支援（令和 6 年度開始） 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 0 0 1 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆就労移行支援 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 0 0 18 

人 0 0 1 

※月平均の人数 
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◆就労定着支援 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 24 24 24 

人 2 2 2 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆就労継続支援（A 型） 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 22 22 22 

人 1 1 1 

※月平均の人数 
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◆就労継続支援（B 型） 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 1,980 1,980 1,980 

人 105 105 105 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆療養介護 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 7 7 7 

※月平均の人数 
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◆短期入所（福祉型） 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 256 256 256 

人 16 16 16 

（うち重度障害者数） 人 7 7 7 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆短期入所（医療型） 

（月間） 

見込量 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人日 0 0 16 

人 0 0 1 

（うち重度障害者数） 人 0 0 1 

※月平均の人数 
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共同生活援助（グループホーム）については、障がいのある人の地域生活を

進める観点からも、引き続き計画的な整備が必要となります。市では、地域住

民の障がいに対する理解が深まるよう努めるとともに、ニーズに応じたサービ

スの提供が行えるようサービス提供事業所への支援に努めます。 

施設入所支援については、入所が必要となる人が可能な限り希望する施設を

利用できるよう、適切なサービス提供に努めます。地域移行を進める中にあって

も、在宅生活が困難となった方の受入先は必要であり、セーフティネットとして

の機能を維持できるよう事業所との連携を図ります。 

 自立生活援助については、病院やグループホーム等から退所した障がいのあ

る人が地域で自立した生活ができるよう、対象者や見込量等を精査し、体制の

整備に努めます。 

 

 

◆共同生活援助 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 64 64 64 

（うち重度障害者数） 人 30 30 30 

※月平均の人数 
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◆施設入所支援 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 72 72 72 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆自立生活援助 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 0 0 1 

※月平均の人数 
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相談支援は個々に応じた全てのサービスの適切な利用を支える重要なサービ

スであることから、障がいのある人やその家族が、必要となる障害福祉サービス

を円滑に利用できるよう、障がいの特性や心身の状況、周りを取り巻く環境や障

害福祉サービスの利用に関する意向、その他の事情などを勘案し、サービス等利

用計画を作成します。 

サービス等利用計画は、障害福祉サービスの支給決定に先立ち、必ず作成さ

れるよう体制を維持することが重要です。 

 

◆計画相談支援 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 100 100 100 

※月平均の人数 

 

エ 相談支援 

97 97 99 100 100 100

20
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120

実績 R3 R4 R5

(見込)

本計画 R6 R7 R8

[人]

利用者数
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◆地域移行支援 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 1 1 1 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域定着支援 

（月間） 

見込量 
単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 4 4 4 

※月平均の人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0 0 0

1 1 1
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(見込)

本計画 R6 R7 R8
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本計画 R6 R7 R8

[人]

利用者数
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地域生活支援事業は、自立支援給付による介護・訓練等の指定障害福祉サー

ビスとともに、障がいのある人が地域で安心して暮らせる社会の実現に向け、

総合的な自立支援システムの一翼を担う重要な事業です。 

地域生活支援事業は市が実施主体となり、必ず実施しなければならない事業

（必須事業）と、地域の実情や利用者のニーズ等に応じて、必要と考えられる

内容の事業（任意事業）を選び実施することができます。 

本市においては、市内におけるサービス提供体制の確保、利用者の経済的負

担への配慮等を図りつつ、障がいのある人が、地域に住む人との相互理解のも

と、尊厳をもって地域で生活するために必要な事業を見極め、計画的かつ効果

的に事業を展開していきます。 

 

  

２ 地域生活支援事業の部 
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（１） 事業の実施内容と見込量 

 

 

 

（ア）理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人が日常生活や社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去

するよう、障がいに対する地域の住民の理解を深めるための研修や啓発事業を

実施します。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施の有無 実施の有無 実施の有無 

理解促進研修・啓発事業 有 有 有 

 

 

（イ）自発的活動支援事業 

障がいのある人が自立した日常生活ができるよう、障がいのある人やその家

族、地域住民等の地域における自発的な取組を支援します。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施の有無 実施の有無 実施の有無 

自発的活動支援事業 有 有 有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ア 必須事業 
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（ウ）相談支援事業 

相談支援事業は、障がいのある人の相談に応じて、福祉サービスの利用援助

（情報提供、相談等）、社会資源を活用するための支援（各種支援施策に関する

助言・指導等）、社会生活力を高めるための支援、権利擁護のために必要な援助、

専門機関の紹介などのほか、地域自立支援協議会（鹿角市障がい者自立支援協議

会）の運営など、障がい福祉に関する広範な分野にわたり総合的なサポートを行

います。 
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ⅰ 障害者相談支援事業 

障がいのある人の福祉に関する各般の問題については、鹿角市障がい者総合

サポートセンターを拠点として、障がいのある人や介護を行う人等からの相談

に応じ、日常生活や社会生活に必要な情報の提供や助言、その他の障害福祉サー

ビスの利用支援などを総合的に支援します。 

鹿角市障がい者虐待防止センターにおいては、障がいがあることに起因した

虐待に関する相談支援や、虐待の早期発見、防止体制の構築に努めるとともに、

障がいのある人の権利擁護を一層強化するため、成年後見制度の利用に必要な

関係機関との連絡調整や申立て、利用の際に必要な経済的負担に対する援助を

実施します。 

また、鹿角市基幹相談支援センターは、専門的職員を配置し、地域の相談支援

を包括するとともに、地域の相談支援の中核的な役割を担い、総合的かつ専門的

な相談支援を展開します。 

鹿角市障がい者自立支援協議会については、障がいがある人の福祉・医療・教

育・雇用に関連する機関等によるネットワークを強化し、個別の相談支援の事例

を通じて明らかになる地域の課題を共有し、障がいがある人の自立に必要とさ

れる社会資源等、支援環境を整備します。 

 

見込量または設置の有無 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施箇所数 実施箇所数 実施箇所数 

地域自立支援協議会 1 1 1 

基幹相談支援センター 1 1 1 

虐待防止センター 1 1 1 
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ⅱ 基幹相談支援センター機能強化事業（重層的支援体制整備事業） 

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるように、一般的な相談支援事業に

加え、社会福祉士や精神保健福祉士など、特に必要と認められる能力を有する専

門的職員を配置することにより、相談支援機能を強化します。 

また、相談者の属性や世代に関わらず、包括的に相談を受け止め、専門分野の

相談支援機関へのつなぎや情報提供などを行い、連携して支援を行います。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施の有無 実施の有無 実施の有無 

基幹相談支援センター機能強化 

事業 
有 有 有 

 

 

ⅲ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居にあたって

保証人がいないなどの理由により、入居が困難で支援が必要な障がいのある人

について、入居に必要な調整などに関する支援や、家主等への相談・助言を行い

ます。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施の有無 実施の有無 実施の有無 

住宅入居等支援事業 有 有 有 

 

 

（エ）成年後見制度利用支援事業 

知的障がいや精神障がいのある人で、障害福祉サービスの利用などの視点か

ら、契約が困難な場合や、親族の状況などにより成年後見制度の利用が有効と認

められる人に対し、申立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用等）や後見人等

の報酬の全部または一部を助成し、制度の利用を支援しながら障がいのある人

の権利擁護を図ります。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実利用者数 実利用者数 実利用者数 

成年後見制度利用支援事業 1 1 1 
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（オ）意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいにより、意思疎通を図ることが困難

な人を対象に、手話通訳者や要約筆記者を派遣し、意思疎通の円滑化を支援しま

す。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業  4  4  4 

手話通訳者設置事業 0  0  0  

 

 

（カ）日常生活用具給付等事業 

在宅で生活している重度の身体障がい、知的障がい、精神障がいのある人で、

対象となる用具を必要とする人に対し、用具を給付又は貸与することで、日常生

活を支援します。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

件数 件数 件数 

介護・訓練支援用具 2 2 2 

自立生活支援用具 1 1 1 

在宅療養等支援用具 3 3 3 

情報・意思疎通支援用具 5 5 5 

排せつ管理支援用具 880 880 880 

居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 3 3 3 
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（ク）手話奉仕員養成研修事業 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者が、外出先等で円滑に意思疎通を

行えるように、市民が手話を学ぶための研修会を開催し、日常会話程度の手話表

現技術の取得を促進します。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

修了(登録) 

見込み者数 

修了(登録) 

見込み者数 

修了(登録) 

見込み者数 

実養成講習修了(登録)見込み者数 0 4 0 

 

 

（ケ）移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人が、買い物や余暇活動などの社会参加

において、円滑に外出することができるよう、ヘルパーによるマンツーマンの個

別移動支援や、福祉車両の定期運行による移動支援を実施します。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実利用

者数 

延利用 

時間数 

実利用

者数 

延利用 

時間数 

実利用

者数 

延利用 

時間数 

個別支援型 20 400 20 400 20 400 

車両移送型 50 500 50 500 50 500 

 

 

（コ）地域活動支援センター事業（重層的支援体制整備事業） 

地域で生活する障がいのある人の日中活動の場として、鹿角市障がい者総合

サポートセンター内に地域活動支援センターを開設し、利用者の状況に応じて

創作的活動や生産活動の機会を提供し、日常生活の充実を図ります。 

また、社会参加のきっかけとなる場所でもあることから、障害のある人だけで

はなく、世代や属性を超えた多様なニーズに対応した居場所としての利用を推

進します。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

市内地域活動支援センター 1 80 1 80 1 80 

市外地域活動支援センター 1 17 1 17 1 17 
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（ア）訪問入浴サービス事業 

在宅で生活している重度の身体障がいがある人で、居宅における入浴が困難

な人を対象に、自宅を訪問し専用浴槽を使って入浴を介助します。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

訪問入浴サービス事業 1 １ 1 １ 1 １ 

 

 

（イ）日中一時支援事業 

障がいのある人について、日中に監護する人がいない場合や、家族の一時的な

休息を図るため、障がいのある人に対し活動の場を提供し、見守りのほか社会に

適応するための日常的な訓練を実施します。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

実施箇

所数 

実利用

者数 

日中一時支援事業 1 10 1 10 1 10 

 

 

（ウ）巡回支援専門員整備事業（地域障害児支援体制強化事業） 

発達障がい等に関する知識を持った専門員が保育所等を訪問し、子どもや保

護者、担当職員に対し助言を行うことで、障がいの早期発見・早期対応につなが

るよう支援します。 

また、発達の問題が表面化しやすい５歳児を対象に、「５歳児すくすく健康相

談事業」を実施し発達の確認を行うことで、就学に向けたケアに努めます。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

配置 

人数 

実利用

児童数 

配置 

人数 

実利用

児童数 

配置 

人数 

実利用

児童数 

巡回支援専門員整備事業 1 145 1 121 1 113 

 

 

イ その他の事業（任意事業） 
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（エ）社会参加促進事業 

文字による情報入手が困難な視覚障がいのある人に対し、音声訳により市の

広報や障がい者関係事業の紹介、生活情報などを定期的に提供します。 

また、自動車運転免許の取得や自動車の改造に係る費用の一部を助成するな

ど、障がいのある人の就労に結びつく支援や社会参加を促進します。 

 

見込量 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実利用者数 実利用者数 実利用者数 

声の広報発行事業 10 10 10 

自動車運転免許取得・改造助成事業 5 5 5 

 

 

（オ）成年後見制度普及啓発事業 

成年後見制度の利用促進を図る中核機関を設置し、福祉・保健・医療・司法関

係者等によるネットワークの構築により、相談体制の強化を図ります。 

また、制度について広く周知し、後見等のニーズを精査することで必要な支援

の調整を行います。 

 

見込量 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施箇所数 実施箇所数 実施箇所数 

成年後見制度普及啓発事業 1 1 1 

 

 


